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１． はじめに

株式会社富山第一銀行は、三和ボーリング株式会社に対してファースト・ポジティブ・インパクト・フ

ァイナンス（以下、ファーストＰＩＦ）を実施するにあたって、同社の事業活動が、環境・社会・経済に

及ぼすインパクト（ポジティブな影響及びネガティブな影響）を分析・評価した。

分析・評価にあたっては、株式会社格付投資情報センターの協力を得て、国連環境計画金融イニシアチ

ブ（UNEP FI）が提唱した「ポジティブ・インパクト金融原則」およびESG金融ハイレベル・パネル設置

要領第2項（4）に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「イン

パクトファイナンスの基本的な考え方」に則った上で、三和ボーリング株式会社の事業活動における包括

的なインパクトを分析した。

株式会社富山第一銀行は、本評価書で特定されたポジティブ・インパクトの拡大とネガティブ・インパ

クトの緩和に向けた取組を支援するため、三和ボーリング株式会社に対し、ポジティブ・インパクト・フ

ァイナンスを実行する。

資金調達者の名称 三和ボーリング株式会社

所在地 富山県富山市堀川町464ー2

従業員数 75人

事業内容 地質調査・ボーリング工事業

調達金額 300,000,000円

調達形態 証書貸付金

資金使途 運転資金

契約期間（モニタリング期間） 2023年3月31日～2030年3月31日
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２．会社概要

（１）会社概要

社名 三和ボーリング株式会社

代表者
代表取締役会長　大橋　聡司

代表取締役社長　湯川　雅昭

本社
〒939-8072

富山県富山市堀川町464－2

設立年月日 昭和42年5月4日

資本金 20百万円

事業内容 地質調査・ボーリング工事業

売上高 1,276百万円（2022年3月期）

従業員 75人(2023年３月15日時点)

とび・土木工事業　国土交通大臣（特-4）第28707号

土木工事業　　　　国土交通大臣（般-4）第28707号

さく井工事業　　　国土交通大臣（般-4）第28707号

塗装工事業　　　　国土交通大臣（般-4）第28707号

建設コンサルタント登録（建30第6199号）地質部門

地質調査業登録（質29第380号）

測量業登録（４）-28844号

環境省：土壌汚染指定調査機関（指定番号2003-4-1007）

全国地質調査業務協会連合会

北陸地質調査業協会

富山県地質調査業協会

斜面防災対策技術協会富山支部

ハイパワーフェンス工法研究会

補強土植生のり枠工協会

レジテクト工業会

技術士　　　　　　　　　　　４名

技術補士　　　　　　　　　　２名

RCCM　　　　　　　　　　　１名

地質調査技士　　　　　　　　１２名

一級土木施工管理士　　　　　１３名

二級土木施工管理士　　　　　８名

地すべり防止工事士　　　　　１０名

グラウンドアンカー施工士　　２名

さくい技能士　　　　　　　　２名

測量士　　　　　　　　　　　１名

コンクリート技士　　　　　　１名

建設業許可

登録

所属団体

技術者
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２．会社概要

地盤工学会

地すべり学会

【首都圏支店】

〒342-0036

埼玉県吉川市高富1-14-2

【金沢営業所】

〒920-0364

石川県金沢市松島2丁目45番地

見座発電所　設備改修工事の内　土木工事（垂直縫地ボルト設置）

東海環状 柿田トンネル工事

R4市ノ瀬砂防堰堤改築その2工事

令和3年度　押場進入路その1工事

官）（土）南砺真木トンネル

一般県道平阿尾線道路総合交付金法面工その２　工事

中央自動車道　神坂スマートインターチェンジ工事

東海北陸自動車道　楮　工事　に伴う鉄筋挿入工

横江地区砂防総合交付金(急傾斜)崩壊土砂防護柵工工事

官）（土）南砺真木トンネル

令和４年度河川事業管内地質調査業務

山のみち交付金林道　羽入・明日線　舟見工区　地質調査委託業務

ため池整備　大浦大池地区　大浦大池土質調査業務

東種地区砂防総合交付金地すべり調査解析委託　業務

一般県道舟見入膳線道路総合交付金（防災・交安）地質調査委託業務

氷見市大規模盛土造成地第二次スクリーニング調査業務（その２）委託

新黒三　山腹斜面点検工事　斜面調査工

小滝地区外砂防関係施設整備（地すべり）地すべり防止施設長寿命化計画改定委託業務

令和４年度富山管内道路地質調査その３業務

神岡試験坑道掘削工事（その2）のうちコア採取調査ボーリング

参加学会

支店

工事実績

業務実績
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２．会社概要

年月 概要

昭和42年 5月4日　株式会社として三和ボーリングを設立　建設業として登録。

昭和52年 現在地（富山市堀川町）に移転　地質調査業登録。

昭和63年 砂田卓也が代表取締役に就任。

平成元年 ロータリーパーカッションドリルを導入。グラウンドアンカーの施工をスタート。

平成3年 富山市月岡に第2倉庫建築。

平成5年 ダウンザホールハンマを購入し、大口径行ボーリングを強化。

平成7年 本社社屋を増築。

平成10年 建設コンサルタント登録。

平成11年 法面工事（緑化吹付工）に参入。

平成14年 ISO9001の認証を取得。

平成15年 土壌汚染指定調査機関登録　測量業登録。

平成17年 落石・雪崩防護柵の施工に着手。

平成20年 住宅地盤調査・改良工事に参入。

平成24年 ジャパンホームシールドのFCに加盟し、住宅地盤保証をスタート。

平成25年 9月　大高建設とグループ化。

平成25年 12月　現代表である湯川雅昭が代表取締役に就任。

平成27年 レジテクト工業会に加盟し、土木構造物の保護・補修事業に参入。

平成28年 RPD-100NKS（オリジナル機）導入。

平成28年
RPD-160C（オリジナル機）導入　トンネルボーリング（ワイヤーラインサンプリン

グ）に着手。

平成29年
中小企業等経営強化法に基づく「経営力向上計画」の認定。

千代田区四番町に東京営業所を開設

令和2年 3月　富山市大沢野にテクニカルセンター北陸（TC北陸）を開設。

令和4年 11月　進和基礎工業株式会社と有限会社ワンライフ土質試験所を吸収合併。
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（２）沿革



２． 会社概要
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（３）組織図

2023年4月から

組　織　図
代表取締役会長 大橋 聡司

代表取締役社長 湯川 雅昭

役員会

企画部

地盤コンサル事業部経営管理本部

施工部工事管理部

首都圏支店

One Life

土質試験所

本店営業部

工事管理部施工部地盤調査部 保全企画部環境開発部総務部

ボーリング課解析課

2023年4月時点
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２． 会社概要
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（４）経営理念の体系

【事業目的】

多様な人たちに「人間らしく豊かに生きる」ための働く環境を提供することが三和ボーリングが事

業を行なう目的である。

「人間らしく豊かに生きる」とは、『高い欲求を持ち、適度なストレスを感じつつも挫折や失敗を

繰り返しながら仲間と助け合い、励まし合いながら努力を続けることで成長し、さらに高みを目指す

こと』である。

【ミッション】

「Geological Consulting &  Driling Method」

・有益な地盤情報の提供と独自の削孔サービスにより、地盤に起因する事故や災害から地域の人々の

生活と社会インフラを守る。

【コアバリュー】

「ー自然と向き合い、SOZOするー」

「向き合う」

・地盤（自然）には力で対抗し得ず、いまだ不明な事柄が多いことから、謙虚に、真摯に接する。

・社会環境（お客様、関係者、協力会社）の関わりが深く、複雑であるからこそ、常に気遣いと配慮を

重んじる。

・仕事は法令を遵守し、その成果はあくまでも公共の利益に資するものとする。

「SOZO」

・既成概念に捉われず新しい見方や考え方を想像し、挑戦する。

・いつでも、いつまでも技術の発展に努め、新しい方法や技術を創造する。

【目標】

「お客様からの信頼を獲得し、頼られる会社になること」

「一緒に仕事をする様々な人からの信頼を獲得し、頼られる技術者になること」

・会社の信頼は後世に残すことができ、信頼関係を礎とし仕事の中に満足感・安心感を得ることが、

更なる努力と成長につながる原動力となると考えている。



３．事業概要

当社は土木工事業者（ボーリング工事業者）であり、インフラ整備や防災対策を目的とした地質調査、

ボーリング工事、保守業務などを行なっている。

生活の基礎となる公共施設や道路、橋梁、トンネル、防災など、社会資本整備に深く関わっており、平

成23年に発生した東日本大震災を受け、平成25年に施行された国土強靭化法に基づき、大規模な災害から

の被害の最小化に向けた取組みにも大きく貢献している。

安心安全な生活を送る上で必要不可欠なインフラ整備の場面において、官公庁や大手のゼネコンなどか

ら工事を受注し、高度かつ専門的な技術を提供している。

１．地質調査業務

【文献・資料調査】

地質調査とは、学術的な目的や資源探査、地すべり調査等産業関連の目的のために地下構造（地質）を

解明するために行なうものを指す。

地質調査にあたっては、まず既存の地質に関わる資料の整理と関連学会誌、学会発表論文、専門図書な

どを基に、迅速に調査地点の最新知見の基礎データを集めることから始まる。

地形はその地域を構成している地形や岩石、地質構造に関係しながら繰り広げられた侵食履歴の結果で

あり、地形を判読することはその地域の歴史を解明することに繋がる。

地形解析は、地形図からその地域の地形の特徴を読み取るものと、航空・衛星写真の判読がある。

【地表踏査】

地表踏査とは、地質・土質の調査のために調査対象となる範囲を歩いて、見て、ハンマーを振るって地

質を知ることにある。

ボーリングも物理探査も試験結果もそれぞれ独立した個々のデータであり、地質踏査による現地確認を

経た上で、これらのデータを繋ぎ合わせて地質の正確な情報を得ている。

数値データに加えて、人の暗黙知や積み重ねた経験により正確な調査結果を提供している。
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（１）事業内容



３．事業概要

【機械ボーリング】

コアボーリングを採取して、地層や岩石を直接観察するための技術を機械ボーリングという。

当社には、地下を手探りで掘り進む機械ボーリングを用いて、これまで親方から弟子へと伝承され

てきた高い技術を有する多くの従業員が存在し、知見やノウハウを最大限発揮し、正しい地盤データ

を解析している。

このコアは、試験のサンプルにも利用されるほか、掘削孔は検層や透水試験にも利用されている。

9

【サンプリング】

一般の調査では採取できない試料（乱れの少ない試料）を採取する技術をサンプリング技術と呼ん

でいる。

そのために、色々なサンプラー（二重管、三重管）内管の突出タイプ、ボトムディスチャージビッ

トなどが開発されている。

砂はサンプリングすること自体が困難であるが、周囲を凍らせる工法など、正確な地盤データを取

得するために当社独自の工法を開発することにより対応を可能としている。

【サウンディング】

地盤調査を行なう上で、施工位置に限りなく近い位置の地盤データを取得することが最良である。

その目的のために、コーンやサンプラーを押し込み、同じ条件での試験を繰り返し行なうほか、孔

壁を水平方向に押し、室内試験では再現が困難な原位置の応力状態、地下水の状態や含水状態での試

験など、より実態に近い状態で調査を行なう工法をサウンディングと総称している。

７つのサウンディングの工法の中で、地層構成の把握、小規模建築物の地耐力、軟弱な粘性土地盤

の層厚確認、基礎の支持力と沈下検討など、調査結果の主な用途に応じて使い分け、正しい調査と解

析に努めている。

機械ボーリングの構成 ボーリング作業 全景



３．事業概要

【物理検層】

物理検層とは、火薬を爆発させ地震波（弾性波）を起こし、この弾性波の調査や電流を流して地盤

中の流れ方を調査することで地盤の性質や構造を調べる工法を物理検層と呼ぶ。

一般に、地表に測線を展開するものを物理探査（弾性波探査、電気探査、電磁探査、レーダー探査

など）といい、ボーリング孔内を利用するものを物理検層（PS検層、電気検層、密度検層、孔径検層

など）という。

地表の測線とボーリング孔や立杭の測線と組み合わせて3次元的に解析し表現する手法をジオトモグ

ラフィーといい、高密度電気探査は同社が最も得意とする分野である。

10

【原位置試験】

土木現場では、一般的に直接基礎設置面での支持力の確

認のための平板載荷試験や、盛土の施工管理のための現場

密度試験が行なわれる。

当社では低い離職率を背景とし、現場に精通した人員投

下による、迅速な業務と正確な計測と解析を実現し、結果

として短納期といった差別化を取引先に提供している。

２．物理試験・力学試験

地盤を工学的に判断する場合、地盤の物理的性質、力学

特性ならびに変形特性を知ることが極めて需要となる。

土質試験は、土を定量的かつ科学的に判断することが

できるほか、統一された試験方法によって測定された

値を基準として、軟弱地盤の判定や地盤調査の選定、

基礎系式工法の選定など、安全かつ経済的な工事設計・

施工方法を見出している。

地盤調査によって採取された土は、代表試料に

ついて土質試験を実施することにより、さらに精度の

高い地場調査結果を取得することもできる。

こういった調査結果を積み重ねていくことで、

様々な知見を次の研究に活かしており、「いつでも、

いつまでも技術の発展に努め、新しい方法や技術を

創造する。」のコアバリューの実現に努めている。



３．事業概要
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ボーリング工事では、土木構造物および建築構造物などの建設にともない、建設計画地における構造物を

支えるための地盤が、建設時や建設後に派生する可能性のある問題点（液状、沈下等）について事前に対策

ことや斜面、法面の崩壊から道路や人家を守るための対策工事を行っている。

当社のボーリング工事においては、以下の工事が主に実施されている。

 グラウンドアンカー工

地中にグラウトによって造成する定着部と地表付近の構造物を高強度の引張材で連結させ、引張力を利用し

て安定させるシス工法。 一般には斜面・法面安定、構造物の転倒・浮き上り防止、仮設山留・土留に利用さ

れており、当社では斜面・法面安定と仮設山留・土留の工事を多く手掛けている。

 トンネル先進調査ボーリング

トンネル堀削施工前に前方の地質状況（膨張性地層、断層破砕帯などの有無）や湧き水、ガスの状態などの

把握のため、トンネル軸に沿ったボーリングを行い、調査や水抜きを行なう工法。全国でも10数社程度しか

この仕事を請け負うことができないニッチな領域であり、当社はその中でも高いシェアを獲得するほか、更

なる差別化のために富山大学との共同研究を行っている。

 高エネルギー吸収型落石防護柵工

高い剛性と優れた変位性能を兼ね備えた支柱とエネルギーを吸収する緩衝金具等から構成された落石防護柵

、雪崩防護柵、土砂崩壊防護柵を施工している。

３．ボーリング工事

グラウンドアンカー工 トンネル先進調査ボーリング 落石防護柵

ボーリングマシンイメージ図
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 地すべり対策工（集水井工）

集水井は内径3.5～4.0ｍの円形の井筒であり、その井筒内の集水ボーリングからの集水効果に主眼を置くが、

井筒自身の集水効果を得るために井筒の壁面に集水孔を設ける場合がある。

移動層内には複数の地下水帯が存在するため、井筒からの集水ボーリングはすべり面に直接関与する地下水帯

の地下水を効率よく集水できるよう多段に配置するなどの計画が可能となっている。

当社は、これらの工事を通じて、国土強靭化計画に基づき災害発生時の被害を最小限に抑制するため、また、

インフラの限りない早期復旧を実現するため、高い 専門性と技術力を投下し、減災・防災に取り組んでいる。

①

②

⑤

④

③

① 基礎コンクリートを実施

② 掘削中

③ 底をコンクリートで覆い、排水管を設置。

排水管を吐口まで連結して完了。

④ 集水ボーリング完了。排水管を通って集水が行なわれている。

⑤ 天蓋を設置し、入り口に鍵をかけて完成。

「画像：関東森林管理局、国土交通省」
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公共インフラは社会基盤を支える重要な役割を果たしているが、長期間の使用や自然災害などにより老朽化が

進んでいる。老朽化したインフラは、安全性や信頼性の低下、メンテナンスコストの増加、交通渋滞や社会的混

乱など多くの問題を引き起こすことが問題視され、多くの対策工事が行われている。

補修工事には、橋や道路、トンネル、ダム、発電所、港湾施設など、様々な種類のインフラが含まれ、工事の

内容には構造物の状態調査、補修方法の検討、施工計画の策定、材料の調達、施工作業などが含まれる。

当社では、主に橋梁と擁壁などのコンクリート構造物の補修工事を行っている。

コンクリート構造物の補修は、劣化や損傷したコンクリートを修復し、構造物の安定性や耐久性を維持するた

めの作業で、主な目的は構造物の寿命を延ばすこととなる。

具体的には、コンクリート表面のクラックや欠損部分の修復や、鉄筋の錆や腐食を防止するための防食処理等

を行う。また、補修作業にはコンクリート表面の清掃や処理、ひび割れ部分への接着剤の塗布、欠損部分へのセ

メントモルタルの打込み、表面加工や防水処理などがある。

４．土木構造物補修・保護ボーリング工事
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発注者

地公体
民間 ゼネコン

建設コンサルなど

当社

ボーリング工事

工事業者

土地造成
建築工事

道路舗装など

地盤・地質調査

元請業者

（２）バリューチェーン

・・・・・・・

・・・・・

道路､ダム

空港、学校

トンネル　等

住宅､商業ビル

工場､ホテル

造成工事

高速道路、鉄道

調査・設計をする建設コンサルタント・測量会社など

アフターメンテナンス

（定期点検・訪問）

顧客管理

工事実績責任

技術者管理

・全社で情報管理ネット

　ワークをつくる

施工中の工事管理

（品質検査･工事収支検討･安全パトロール）

社内施工検討会

企業（鉄道､電力､NEXCO、不動産

など）の建設部

下請 施工業者の選定

技

術

支

援

完成・引き渡し

専門工事会社

（工事業者）

見

積

り

国交省､県､市､町､村

の工事事務所や建設課など

建設会社の関連設計事務所、コンサルタント会社

実行予算・施工計画作成

情報収集

設

計

契

約

入

札

公共工事

民間工事

関係書類届出

協力業者打合せ

発注者

施主

引

合

い

財政､企画課の予算､計画に基づいて調整し､基本設計をして入札を行う

その後、工事監理をする発注者の技術者が管理。

事業計画（第3セクター､共同事業など）をつくりプ

ロジェクトとして建設管理｡

地質調査を行う際の当社の立ち位置

地すべり工事を行う際の当社の立ち位置

ゼネコン・地元ゼネコンが元請けを行う際の
当社の立ち位置

＜詳細図＞
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（３）新事業・地中熱ヒートポンプ事業

当社は令和４年よりボーリング業者として培った掘削技術の活用強化を目的に、新規事業として地中熱を利

用した再生可能エネルギー事業への取り組み始めた。

地中熱利用促進協会では、「地中熱とは、昼夜間または季節感の温度変化の小さい地中の熱性特性を活用

したエネルギーのことである」と定義されており、地中熱は冷暖房や給湯、融雪等に利用できるエネルギー

である。

当社では、スタートアップの活動として、地中熱ヒートポンプエアコンを提案する活動を進めている。

【地中熱利用とは】

当社の事業範囲

【地中熱利用のメリット】 【地中熱利用のデメリット】

【地中熱利用の形態】
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地中熱ヒートポンプエアコンを設置するためには地盤調査や掘削作業が必要となるため、一般的なエア

コンと比べ導入コストが高くなる。

また、寒冷地や高層階の建物など施工が困難な場合においては特にコストが高くなる傾向がある。

一方で、世界的にSDGｓやカーボンニュートラルへ各国の取組みが進む中、地中熱ヒートポンプエアコ

ンは、冷房時の排熱の放出せず消費電力を抑えることが可能となるため、GHG排出量の削減に寄与する取

組みとなる。

当社の商圏である富山県では、地盤条件や建築物の形状によっては設置が困難な場合があるため、施工

前には事前に調査が必要ではあるが、夏季には湿度の高い気候特性からも冷房効果が高く、湿度調整が可

能な地中熱ヒートポンプエアコンの需要はあるとされている。

また、当社が地中ヒートポンプエアコン事業を行うことにより、当社が持つ孔を掘る技術や機器を活用

することが可能であり、従業員の技術力の維持や強化につながると考えている。

当社の既存事業領域では、地公体や民間事業者からの発注された工事の施工を行なうのみであるが、地

中熱ヒートポンプ事業を展開することにより、幅広い顧客の多様なニーズに応えることが可能となり、カ

ーボンニュートラルを目指す市場へのアクセスに対し、大きな役割を果たすといえる。

【地中熱ヒートポンプ事業実施の計画】

地中熱ヒートポンプ事業実施にあたっては、以下のような計画を検討している。

1. グループ会社の注文戸建建築事業を行う企業とタイアップし、比較的小規模の宅地造成を行う際、予め

採熱用のボアホールを掘削し『地中熱による環境配慮型住宅』のパッケージを開発し、販売する。

2. 地すべり対策工として多数手がけた集水井の地下水を利用した農地栽培を行うことを農業事業者とのタ

イアップで進める。この場合、既設の集水井の維持メンテナンスと同時に行うことが可能であるため掘

削コストを軽減でき、導入ハードルを低減。また農業事業者は地下水の継続的な活用と利用範囲の拡大

が期待される。

3. 工場等の新築工事の際、最も先に着手する地質調査の時点で地中熱のポテンシャルを評価し、具体的

な活用方法を研究。

エンドユーザーとのコミュニケーションを継続し、実用化に向けた商品開発を行う予定としている。
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当社では安全・衛生に関する基本方針のもと、従業員の安全・衛生管理に努め、すべての従業員が安心し

て働ける職場づくりに向け、以下の基本方針を定めている。

平成31年には中央労働災害防止協会の理念に基づき、労働災害は絶対に起こさないことを決意し、安全で

健康な職場環境を目指して「労働災害防止規程」を作成し、安全作業を遂行している。

月１回安全教育会議を行い、安全作業の徹底と安全に関する知識や法令について学んでいる。また、月１

回全社安全パトロールを行い、現場での安全教育を行っている。

【安全・衛生に関する基本方針】

1. 安全と健康を第一に考える

すべての作業を行う前に、安全と健康を第一に考えることを徹底します。

共に働くすべての関係者には、安全・衛生規則やルールの遵守を求めるとともに、現場における危険性を

正確に把握し、適切な安全対策を実施することを優先します。

2. 常に危険予知とリスクマネジメントを行う

ボーリング工事においては、地下水や地盤の状況など、現場の状況が刻々と変化することがあります。現

場における危険性を正確に把握するために、事前の現地調査や危険性評価を実施します。また、リスクを

最小限に抑えるために、適切な安全対策を講じ、安全性を確保するため常に改善を続けます。

3. 周囲への配慮とコミュニケーションを十分に行う

ボーリング工事による周囲への影響を最小限に抑えるために、事前に説明や打ち合わせを行うことで周囲

の方々に配慮します。また、現場の状況を随時把握し、周囲と適切なコミュニケーションを取ることで、

信頼関係を築き、安全かつ円滑な工事の進行を図ります。

4. たゆまぬ改善を続けます

安全の向上を目指して、常に改善を続けています。現場のモニタリングや社員の意識向上の取り組みなど

を行い、常に高い安全性を確保します。

（１）従業員の安全・衛生管理
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当社における人事評価制度の運用は、常に前向きに挑戦を続ける技術者集団となるため、業務に対して適

正で公平な評価を行ない、従業員との対話を通じて納得感ある処遇を行う必要があるとしている。

【目的】

・目標管理制度：業績目標と部門活動と個人の成果を関連づける

・人事評価制度：一人一人の仕事を進める基本的能力を向上させる

事業の目標・方針を社員に共有し、その目標を部門・個人単位で検討することにより、個々の能力向上が

図られる仕組みとしている。

実施日：2022年12月5日

工事管理部 施工管理技士 工事管理部施工管理技士2

職種としての仕事 総合評価 考課者氏名

施工管理技士：中級現場管理技士
施工管理の工程計画と原価管理ができる
（指導のもと）現場運営がひととおりできる

B ＊＊

◆ 評価の視点  

評 価
要 素

着  眼  点
求められるポ

イント
自己目標

自己
評価

ウェ
イト

評価
点

自己アピールポイント
上司
評価

ウェ
イト

評価
点

評価について 次期へ

仕事範囲 仕事の範囲を広く行ったか
余裕をもって仕事の範囲を広くしていきた
い。

Ｃ 7 2.8
余裕をもって仕事ができるように知識・技能
を身につけ段取よく作業を行う。

Ｃ 7 2.8
仕事の範囲は狭い まず正確・丁寧にできるよう

に

仕事の手順
手順をきちっと守って、短絡行動
をしなかったか

これからも手順を守り、短絡行動をないよう
にする。

Ｃ 4 1.6
作業手順書を作成し、作業員の周知を徹底
し災害0を目指し作業をする。

Ｃ 4 1.6
おろそかである マネージメント能力アップを

共に学ぶ

迅速さ
生産性を意識して効率よく進めた
か

生産性を意識して効率よく作業を行う。 Ｃ 4 1.6
生産性を意識して作業内容に対して作業員
の人数を把握する。

Ｄ 4 0.8

最低要求水準を守ったか
要求水準を守れるように知識・技能を身に着
ける。

Ｃ 5 2
現在横江アンカーにてすべての工種につい
て知識・技能を学んでいる。

Ｃ 5 2

さらなる追求をしているか 余裕をもって仕事の量、質を追求したい Ｃ 5 2
多くの工種を学びその仕事の目的と意味を
理解した後、量・質を追求する。

Ｄ 5 1
探究心がない ほめて伸ばすか

ミスの発生 ミスを発生させなかったか 書類ミス現場ミスがないように作業に努める Ｄ 5 1
設計書を確認してから材料を頼む

Ｄ 5 1
ミス後の是正をしないのが問題

ルールの順守 Ｄ 5 1
以前よりもテレマティクスの結果は、よくなっ
ている

Ｄ 5 1
遅刻がよくあり、現場で他者に
迷惑をかけている

ルールについて話し合う

期日の管理
Ｄ 5 1

書類の提出が怠っているため、期限を守れ
るように善処する。

Ｃ 5 2
すべてにおいて遅延 作業標準を理解させる

安全対策 Ｃ 5 2
労働災害をおこさないようKYKにて危険ポイ
ントを周知し安全に作業を行っている。

Ｃ 5 2
現場での危険予知活動を行っ
ていない

費用の節約 Ｃ 5 2
材料の用途をおさえ無駄な材料を注文しな
いようにする。

Ｃ 5 2
手戻りが多く、コストがかかる
傾向

原価の低減 Ｃ 3 1.2
工程・作業内容・作業人数を把握し、無駄な
日をつくらないようにしたい。

Ｃ 3 1.2
無駄な設備が多い
過剰な人員、レッカー等

仕事の改善 Ｃ 3 1.2
知識・技能をみにつけ創意工夫・改善をこれ
から考えていきたい。

Ｃ 3 1.2

Ｃ 10 4
作業効率を良くして仕事の量を増やしていき
たい。

Ｃ 10 4

Ｃ 10 4
作業効率を良くして仕事の質をよくしていき
たい。

Ｃ 10 4

部門の協力
Ｃ 2 0.8

自分の現場だけを考えるのではなくその他
の現場を気にしながら現場を進めていきた
い。

Ｂ 2 1.2
他業務に協力している

他部門との協
力

Ｃ 2 0.8
施工部との連絡調整を密に行い、段取よく
作業を行う。

Ｂ 2 1.2

能
力

初めての元請なので頑張る。 Ｃ 20 8
１回目のときとは違いたくさんの工種がある
ので無事に工事を完了したい。

Ｂ 20 12
横江Ancで一般工種に奮闘し
ている

得意なアンカーのスキル向上

100 37 100 41

工事管理部 ＊＊ ＊＊＊ 2

上司の実務指導を受け、担当業務の基本的な知識・技能を有し、限
定された範囲の業務を自己の判断や創意を要して独力で遂行でき
る

     令和4年  冬期評価シート
所属 氏名 等級 社員としての仕事

実
績
評
価

仕 事
の量

『 職 種 と し て
の仕事』

『 社 員 と し て
の仕事』

に準じて、仕 事
の質

仕事の質

前年度から能力アップ
した内容

能力要件を満たすように、自己目標を設定し、ス
キルアップをしたか

能
力
要
件

知識
施工に関する遵守事項の知識を有している。（作業標準仕様、関係法規）
専門工事企業として工法についての工学的背景に基づく知識を有している

土木専門の思考力

基本スキル ＰＣスキル

技能

合計

職
務
の
行

動
評
価

規 律
性

ルールを守ることを意識しているか

期限を守ることを意識しているか

安全ルール・基準を意識しているか

協 調
性

部門内で協力姿勢を発揮しているか

責 任
感

ムダな費用を抑制しようと努めているか

コストダウンを意識しているか

常に創意工夫・改善を意識しているか

積 極
性

チ ャ レ ン ジ精
神

仕事の量を常にチャレンジしているか（いわれな
くとも、業務外でも興味もってチャレンジ）

仕事の質を常にチャレンジしているか（正確に、
早くなど、よりよくなる探求のチャレンジ）

社内で他部門に対し協力姿勢を発揮しているか

Ｓ
優秀

期待され要求された基準を余裕をもってクリアーしている。上位等
級に値する水準である

現場マネジメント力 品質管理・原価管理・工程管理・安全管理・環境配慮のバランスをとった施工計画（段取り）ができる
Ａ

期待クリア
期待され要求された基準を確実にクリアしている

Ｄ
要注意

問題、ミスが目立ち、業務に支障をきたしている
または、当該等級に必要な能力を満たしていない

仕様書・図面と現場をみて、作業の計画（施工計画・仮設計画）を考えることができる
設計変更などの提案作成ができる

Ｂ
期待どおり

期待され要求された基準をほぼクリアしており、問題、ミスはあって
も軽微であり、業務に支障はない

顧客・元請・近隣など対外調整ができる
Ｃ

頑張り必要
問題、ミスがあり、期待され要求された基準をクリア出来ていない。
業務には辛うじて支障はない

【年度初に設定される全社の課題（活動テーマ）】 【部門に展開された課題（活動テーマ）】

【個人活動計画】【個人の能力評価シート】

（２）人事制度
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（３）教育制度

新入社員教育 新入社員教育は４月から２ヶ月間行い、６月からの配置としている。

必要な技能や知識の習得

必要な技能や知識を、実践的かつ理論的に学び、修得してもらうためにボーリン

グ工事で主に利用するマシンについて自社オリジナルのテキストを作成し、定期

的な教育や修得度テストを行っている。また、技能や知識のアップデートにも対

応できるように、ボーリングマシンメーカーへ教育派遣を定期的に行っている。

富山大学と３つの共同研究を行っており、主に地盤解析に関わる社員の知識習得、

能力向上に繋げている。（令和５年度には共同研究の成果から特許申請も行う予

定となっている）

実践的なトレーニング

実践的な技能を修得するためには実際に現場での作業経験を積むことが必要であ

る一方、品質や納期遵守の観点から、現場からは「ベテラン」を要求されること

があることも踏まえ、実際の現場に近い環境でトレーニングや試験施工ができる

環境を整備し、若手育成のための実践的なトレーニングを行っている。

（練習場＝「be-site※」）

コミュニケーション能力の
向上

工事の現場ではコミュニケーション能力が求められる。そのため、外部研修を利

用してコミュニケーション能力向上に取り組んでいる。

職業倫理の教育
殆どの仕事が公共工事であるため、職業倫理の理解と修得が重要と考え、外部講

師を招いて倫理教育を定期的に行っている。

資格取得支援制度

資格取得支援制度を設け、推奨資格については受講料、交通費の全額支給、その

他に、業務に係る講習会や図書などは一部援助をするなど、従業員の自己啓発を

支援する取組みも行なっている。

以下の体系で社員の育成を進めている。

※実践トレーニング場「be-site」の概要
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性別、年齢、国籍、障害の有無など、多様な人材が活躍できるフィールドを提供するために以下のテーマ

に基づきダイバーシティに取り組んでいる。

ジェンダー・人種・障害な
どの多様性の認識

ジェンダーや人種、障害などの多様性を理解し、受け入れの障壁を取り除くための

教育・研修を実施。

例えば、インドネシアからの技能実習生に対してインドネシアの文化や生活習慣な

どについてコミュニケーションを積極的に図り、異なる人種や異なる文化の理解を

深めている。

適切な職場環境の整備

適切な職場環境の整備として、腰痛のある人や高齢で体力が衰えてきた人でも従来

通り働けるよう、パワーアシストスーツを導入し貸与している。

また、ボーリングロッド接続補助マシンを導入し、比較的力が弱いとされる女性や

高齢者も作業できる現場変革を行なっている。

高年齢者に少しでも長く働ける環境づくりを進め、段階的に女性や障害者も活躍で

きるよう作業アシスト器具を豊富に揃えていく予定である。

職務内容の多様化
職務内容の多様化に向け事業領域を設計業務までに拡大。

グラウンドアンカー設計、水替工の設計など、現場作業以外の業務を増やしている。

特に、適切な職場環境の整備においては以下のようにカテゴリーとレベルを設定して段階的な取り組みを計

画、推進しており、対象者の実情が考慮された職務充実を図っている。

取組内容（レベル）

対象者の想定

現在ある物、技術、設備
を導入し具体的な成果が
想定できる取り組み

物、技術、設備が存在し、
今後自社事業に導入する
予定がある取り組み

研究開発的な取り組み

高齢者（経験者）の就業
期間を延ばす

• ツールス類のサイズごと
にラックを製作し、持ち
上げ高さや距離を減らす

• ロッドハンドリングマ
シン（鷲掴）を導入し
て適用現場の範囲を増
やす

• トンネル先進ボーリン
グの施工に使えるロッ
ドハンドリングマシン
を開発する

中年、壮年期からの新規
就業のハードルを下げる

• 現場管理のノウハウを体
系化し、未経験者の早期
戦力化を実現する

• RPAを使って現場管理
書類の簡素化を実現す
る

－

外国人材採用のハードル
を下げる

• 技能実習生に自動車免許
を取ってもらうなど活躍
の範囲を各段する

－
• 海外に現地法人を設立

し、人材交流の仕組み
をつくる

女性が現場で働くことを
可能にする

身体の運動機能に障害が
ある人が働くことを可能
にする

上記の取り組みの成果を、女性や障害者へも発展させていく予定。

（４）ダイバーシティ
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2020年に以下の基本方針に基づきBCPを策定した。業界でも策定済みの企業が少ない中、当社は早期に取

り組みを始め、社内の防災工事への意識向上に努めている。

（１）社員及び関係者の安全確保を最優先

人命安全のため、社員・家族及び関係者の安全確保を最優先とする。

（２）最悪のシナリオを想定した行動

『自然には、人間の力で対抗し得ず、いまだ不明な事柄が多い』という前提に立ち、

最悪の状況を想定して謙虚に、真摯に行動する。

（３）現場の安全確保を優先

緊急事態を感知した場合は上記２つの方針に則り、速やかに施工・業務を一時中断し、

現場の安全確保、二次災害防止措置に努める。施工・業務の再開は無理に急がず、お

客さまの意向を調整した上で総合的に判断する。

（４）地域の災害復旧への協力

本社や各事業所及び現場周辺地域の復旧や生活支援に協力する。また、当社技術が災

害復旧に役立つ場合は、可能な限り協力する。

2023年度にはBCPを改定する予定としている。

改定後には地域で生活している社員の自宅が被災した場合、早期に職場に復帰してもらうために必要な資

材など、社員個々を対象に住環境や生活環境を考慮した上で準備・提供する計画である。

またこれらの資材は、社員が居住する近隣住民へも提供する予定としている。

（５）事業継続力強化計画
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国土強靭化基本計画を推進する上での基本的な方針

（１）国土強靭化の取組姿勢

①我が国の強靭性を損なう本質的原因として何が存在しているのかをあらゆる側面から吟味

しつつ、取組みにあたること。

②短期的な視点によらず、強靭性確保の遅延による被害拡大を見据えた時間管理概念と

EBPM（証拠に基づく政策立案）概念の双方を持ちつつ、長期的な視野を持って計画的な

取組みにあたること。

③各地域の多様性を再構築し、地域間の連携を強化するとともに、災害に強い国土づくりを

進めることにより、地域の活力を高め、依然として進展する東京一極集中からの脱却を図

り、「自律・分散・強調」型国土構造の実現を促すこと。

④我が国のあらゆるレベルの経済社会システムが有する潜在能力、抵抗力、回復力、適応力

を強化すること。

⑤市場、統治、社会の力を総合的に踏まえつつ、大局的、システム的な視点を持ち、制度、

規制の適正な在り方を見据えながら取り組むこと。

（２）適切な施策の組み合わせ

⑥災害リスクや地域の状況等に応じて、防災施設の整備、施設の耐震化、代替施設の確保な

どのハード対策と訓練・防災教育などのソフト対策を適切に組み合わせて効果的に施策を

推進するとともに、このための体制を早急に整備すること。

⑦「自助」、「共助」及び「公助」を適切に組み合わせ、官と民が適切に連携及び役割を

分担して取り組むこととし、特に重大性・緊急性・危険性が高い場合には、国が中核的な

役割を果たすこと。

⑧非常時に防災・減災等の効果を発揮するのみならず、平時にも有効に活用される対策とな

るよう工夫すること。

（３）効率的な施策の推進

⑨人口の減少等に起因する国民の需要の変化、気候変動等による気象の変化、社会資本の老

朽化等を踏まえるとともに、強靭性確保の遅延による被害拡大を見据えた時間管理概念や

財政資金の効率的な使用による施策の持続的な実施に配慮して施策の重点化を図ること。

⑩既存の社会資本を有効活用すること等により、費用を縮減しつつ効率的に施策を推進する

こと。
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国土強靭化基本計画を推進する上での基本的な方針

⑪限られた資金を最大限活用するため、PPP/PFIによる民間資金の積極的な活用を図ること。

⑫施設等の効率的かつ効果的な維持管理に資すること

⑬人命を保護する観点から関係者の合意形成を図りつつ、土地の合理的利用を促進すること。

⑭科学的知見に基づく研究開発の推進及びその成果の普及を図ること。

（４）地域の特性に応じた施策の推進

⑮人のつながりやコミュニティ機能を向上するとともに、各地域において強靭化を推進する

担い手が適切に活動できる環境整備に努めること。

⑯女性、高齢者、子供、障害者、外国人等に十分配慮して施策を講じること。

⑰地域の特性に応じて、環境との調和及び景観の維持に配慮するとともに、自然環境の

有する多様な機能を活用するなどし、自然との共生を図ること。

以上を国土強靭化を推進する上での基本的な方針としている。

当社においては、この基本方針を前提として地質調査、ボーリング工事などの事業活動を

行なっている。

地域の強靭なインフラの実現、災害時におけるあらゆるリスクの軽減や復旧の早期化に向けた

取組み、自然環境の多様な機能の社会的活用を行なっており、本計画に貢献する事業活動を実施

している。

「画像：内閣官房 国土強靭化推進室」



当社の事業 川下の事業

国際産業標準分類 【4312】用地整備業
【7110】建築・エンジニアリング業

及び関連技術コンサルタント業
【4210】道路・鉄道建設業

インパクトカテゴリー Positive Negative Positive Negative Positive Negative

社会

水

食糧

住居 ◆◆ ◆◆

健康・衛生 ◆ ◆

教育

雇用 ◆ ◆ ◆◆ ◆ ◆◆ ◆

エネルギー

移動手段 ◆◆

情報

文化・伝統 ◆

人格と人の安全保障

正義・公正

強固な精度
平和・安定

環境

水(質） ◆ ◆

大気 ◆ ◆

土壌 ◆ ◆

生物多様性と生態系サービス ◆

資源効率・安全性 ◆ ◆ ◆

気候 ◆ ◆

廃棄物 ◆ ◆ ◆

経済
包括的で健全な経済 ◆◆ ◆

経済収束 ◆
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（1）インパクトレーダーによるマッピング

当社の事業内容やバリューチェーン分析の分析結果をもとに、主要・関連業務を特定し、UNEP FIが推

奨するインパクトマッピングを実施し、ポジティブインパクト及びネガティブインパクトの分布の調査を

行った。同社の主要な業種については、国際産業標準分類に則り、「道路・鉄道建設業（4210）」「用地

整備業(4312）」「建築・エンジニアリング業及び関連技術コンサルタント業（7110）」「蒸気及び空調

供給事業（3530）」「自己所有物件または賃借物件による不動産業（6810）」を適用した。

分布図中の「◆◆」は重要な影響があるカテゴリー、「◆」は影響があるカテゴリーを示しており、当

社の事業活動における「◆◆」「◆」の影響を検討する。

地質調査業・ボーリング工事業
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 地質調査業・ボーリング工事業

当社は、官公庁や民間事業者から発注され、ゼネコンや建設コンサルタント業者が受注した工事の内、

地盤調査やボーリング工事についての受注を行う。

また、工事は内容により、発注者からの元請で対応する場合もある。

当社のバリューチェーン分析から、用地整備業、建築・エンジニアリング業及び関連技術コンサルタン

ト業、道路・鉄道建設業に対応するインパクトカテゴリーの影響度の検討を行なう。インパクトマッピン

グにおいて、当事業と特に影響が大きいと考えられるインパクトカテゴリーは、ポジティブで「雇用」「

移動手段」「包括的で健全な経済」「住居」、ネガティブでは該当するカテゴリーはなかった。

一定の影響があると考えられるインパクトカテゴリーでは、ポジティブで「健康・衛生」「資源効率・

安全性」「経済収束」が、ネガティブで「健康・衛生」「雇用」「文化・伝統」「水」「大気」「土壌」

「生物多様性と生態系サービス」「資源効率・安全性」「気候」「廃棄物」「包括的で健全な経済」が挙

げられた。

当社の事業と関連性の強いカテゴリーを中心に検討を行なう。

当社の地盤調査・ボーリング事業では、安心・安全なインフラ整備に加えて、地域特性や街づくりを支

援するための前段として地質調査を行なっている。住民が生活していく上で最も必要とされる「安心・安

全」を長きにわたって守りぬくため、開発区域における開発前の調査、道路やトンネルの整備・メンテナ

ンス、雪崩防止のための工事は間違うことのできない工程である。 「技術を創造する」というコアバリュ

ーのもと、長い業暦の中で培ってきたノウハウを余すことなく伝承し、高い専門技術が蓄積された技術者

集団によって、適格な地質情報が工事施工業者に伝達され、適切な工事が行なわれ、地域の住民が安心し

て暮らすことのできる住環境を実現している。これらは、「健康・衛生」「住居」「移動手段」「包括的

で健全な経済」「経済収束」についてポジティブ・インパクトの増大に貢献していると考えられる。

また当社は、「働きやすい職場環境づくり」のため、安全衛生管理、人事評価制度、教育制度、ダイバ

ーシティへの配慮を行っている。特に人材育成では、新入社員、基礎知識習得、実践研修と年次・経験に

合った研修制度が用意されている。基礎知識習得では当社オリジナルのテキストで研修を行い、習熟度確

認を行いながら、実践研修では練習場を用意し、実際に若手社員が地質調査やボーリング工事を行うこと

で、社員全体の実務スキルを向上させている。また、ダイバーシティへの配慮では、「適切な職場環境の

整備」として、高齢者の就業期間の延伸、中年・壮年期からの新規就業、外国人、女性、身体障害者に対

し、パワーアシストスーツなどアシストツールを導入するなどし、多様な人間が活躍できる職場環境を整

備している。これらは、「雇用」のポジティブ・インパクトの拡大に貢献していると言える。

一方、これらの地質調査やボーリング工事においては、「水」「大気」「土壌」の汚染リスクが潜むほ

か、「気候」「廃棄物」についてもネガティブな影響があると考えられる。

また、生物多様性と生態系についても、場合によってはストレスを与える可能性も考えられる。

当社は、請け負った工事から発生した産業廃棄物等について、法令に則り適切に分別して管理、廃棄し

ていることに加え、環境問題への意識向上の観点から環境マネジメントシステム「ISO14001」の取得を目

指す方針にあり、当社の一連の取組みは上記ネガティブインパクトの緩和に貢献していると考えられる。
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 地中熱ヒートポンプ事業

当社は、ボーリング事業で培った掘削技術の活用強化を目的に、地中熱を利用した再生可能エネルギー事

業へ取組みをスタートさせる計画がある。これにより、蒸気および空調供給業に対応するインパクトカテゴ

リーの影響度の検討を行なう。

インパクトマッピングにおいて、当事業と特に影響が大きいと考えられるインパクトカテゴリーは、ポジ

ティブで「エネルギー」、ネガティブでは「資源効率・安全性」「気候」が挙げられる。

一定の影響があると考えられるインパクトカテゴリーでは、ポジティブでは「住居」「健康・衛生」「雇

用」「経済収束」、ネガティブで「住居」「健康衛生」「雇用」「文化・伝統」「水」「大気」「土壌」「

生物多様性と生態系サービス」「廃棄物」が挙げられた。

当社の事業と関連性の強いカテゴリーを中心に検討を行なう。

当社の地中熱ヒートポンプ事業は、地上と地中の温度差を利用し、地中熱を農地栽培や、一般住宅の融雪

や冷暖房、給湯に活用する。本事業においては、冷暖房を行う上で排熱を放出しないことや消費電力の抑制

が可能となることから、この取組みは「エネルギー」におけるポジティブインパクトの増大、「資源効率・

安全性」のネガティブインパクトの抑制に貢献すると考えられる。

また、住宅へ地中熱ヒートポンプの普及させることで、各家庭から排出されるCO2排出削減に貢献する。こ

の取り組みは、川下の事業の「気候」のネガティブインパクトの抑制に貢献する取り組みである。

当社の事業 川上・川下の事業

国際産業標準分類 【3530】蒸気および空調供給業 【6810】自己所有物件または賃借物件による不動産業

インパクトカテゴリー Positive Negative Positive Negative

社会

水

食糧

住居 ◆ ◆ ◆

健康・衛生 ◆ ◆ ◆

教育

雇用 ◆ ◆ ◆ ◆

エネルギー ◆◆

移動手段

情報

文化・伝統 ◆ ◆

人格と人の安全保障

正義・公正

強固な精度・平和・安
定

環境

水(質） ◆

大気 ◆

土壌 ◆ ◆

生物多様性と生態系
サービス

◆

資源効率・安全性 ◆◆ ◆◆

気候 ◆ ◆◆

廃棄物 ◆ ◆

経済
包括的で健全な経済 ◆

経済収束 ◆



当社の売上高は全て日本における事業であり、日本のSDGsダッシュボードから当社のインパクトとの関係

性について確認する。今回特定したインパクトと関連の高いSDGsのゴールは下記となる。

６．インパクトの特定

持続可能な開発ソリューションネットワーク（SDSN）に掲載されている日本のダッシュボードによると、

大きな課題が残る項目が「赤色」、重要な課題が残る項目が「橙色」、課題が残るのが「黄色」、目標達成

が「緑色」となる。

今回特定したインパクトと対応するSDGsのゴール8項目のうち、2項目が大きな課題が残る項目、2項目が

重要な課題が残る項目、3項目が課題が残る項目、1項目が目標達成した項目である。日本に課題が残る項目

が8項目中7項目該当していることからも、日本における同社のインパクトは重要度が高いと判断する。

（３）日本におけるインパクトニーズの確認

（出典：SDGsダッシュボード）
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（出典：インターネットより）

（２）インパクトカテゴリーに対応するSDGsゴール



６．インパクトの特定
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富山県は、約4,248㎢の広さを有し、医薬品や機械、電子部品等を中心としたものづくり産業が盛んな

日本海側有数の中核都市として発展してきた。水深1,000ｍの「海の幸の宝庫」富山湾から3,000ｍ級の

北アルプス立山連峰まで、自然豊かな多様な地勢を誇り、広大な森林面積や全国有数の水力資源、地熱

資源に恵まれ、再生可能エネルギーのポテンシャル（潜在可能性）が高いことも特徴である。

人口減少、少子・超高齢社会が進行する中、このような地勢を背景として、富山県では本県の自然、

文化、産業など各地域の特色、強みを活かした持続可能で活力ある未来を想像するため、平成27年10月

から「とやま未来創生戦略」を、令和２年度から「第二期とやま未来創生戦略」を策定した。

第二期とやま未来創生戦略は、基本目標１．結婚・出産・子育ての願いが叶う環境整備、基本目標２．

産業振興、若者の雇用創出、観光振興、県内への移住促進、基本目標３．若者・女性・高齢者など多様な

人材の確保と労働生産性の向上、基本目標４．活力のあるまち・健やかな暮らし・未来を担う人づくりを

掲げている。中でも基本目標４では、交通ネットワークの整備と活力あるまちづくりのために、安全安心

で利便性の高い道路ネットワークの整備として、東海北陸自動車道の全線４車線化など広域的な連絡を強

化するアクセス道路について整備を行うとともに、道路施設の長寿命化や、災害や雪に強い道路の整備を

具体策として挙げられている。これに対し、当社では地質調査、ボーリング工事などのインフラ整備やメ

ンテナンス事業により安心安全なインフラを提供しており、この取組みは富山県の戦略に対して大きな役

割を担っているといえる。

基本目標３についても、富山県では県民所得の維持向上のため、若者・女性・高齢者などの多様な人材

確保に向け高齢者の社会活動への参加促進を通じ、「エイジレス社会」の実現を目指している。当社では

、働きやすい職場環境の整備、業務補助ツールの活用によって多様な人材が長く働き続けられる取組みを

行っている。この取組みは、富山県の目指す「エイジレス社会」実現に寄与すると評価できる。

また当社では、地熱エネルギーを利用し、地中ヒートポンプエアコンや、農作物栽培におけるビニール

ハウス内の熱源としての利用を検討しており、この取組みは持続可能で安心して暮らせる地域の環境づく

りに寄与している。

（４）富山県の政策・戦略の確認 ～富山未来創生戦略との確認～

「出典：富山県 未来創生戦略」



６．インパクトの特定
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川上

（5）インパクトの特定

当社のバリューチェーン分析、インパクトマッピング、日本におけるニーズや富山市の未来都市計画の

方向性等を踏まえて同社と特に関連性の高いインパクトを整理する。

川下

Positive

Negative

受注 → 地質調査 → ボーリング工事 → 各種工事業者
地質調査

ボーリング工事

「住居」

「健康・衛生」

「包括的で健全な経済」

「移動手段」

「経済収束」

「雇用」

 地域に必要とされる安心・安全なインフラ整備

 再生可能エネルギーの活用に向けた取組み

 廃棄物の処理

 従業員が長く勤務したくなる職場環境の提供

「エネルギー」

「資源効率・安全性」

＜図表：バリューチェーンとインパクト＞

以上を踏まえ、当社のインパクトを下記のように特定した。

地中熱

ヒートポンプ事業
受注 → 掘削工事 → 不動産業者

「水」

「気候」

「大気」

「土壌」

「廃棄物」

「生物多様性と生態系サービス」
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（6）特定したインパクトと富山第一銀行との方向性の確認

特定したインパクトと富山第一銀行のサステナビリティ方針と方向性が同じであることを確認する。

今回特定したインパクトは「地域に必要とされる安心・安全なインフラ整備」「再生可能エネルギーの活用

に向けた取組み」「廃棄物の処理」 「従業員が長く勤務したくなる職場環境の提供」である。

富山第一銀行では、サステナビリティ方針のなかで、「1.地域経済の持続的な成長」「2.地域社会の持続的

な発展」「3.環境保全」「4.健全な企業経営」の4点をサステナビリティを巡るマテリアリティ（重点課題）

としている。

「地域に必要とされる安心・安全なインフラ整備」では「1.地域経済の持続的な成長」「2.地域社会の持

続的な発展」という観点で、 「再生可能エネルギーの活用に向けた取組み」「廃棄物の処理」では「3.環境

保全」の観点で、 「従業員が長く勤務したくなる職場環境の提供」では、「4.健全な企業経営」の観点で方

向性が一致する。

以上より、本ポジティブ・インパクト・ファイナンスに取組むことで、環境問題や地域社会・経済を取り巻

く課題に対して持続可能な社会の実現に貢献し得る資金の提供が可能となり、本ファイナンスを通じてSDGs

達成に向けた取組みの支援を目指す。



７．ＫＰＩの設定
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当社は、地質調査、ボーリング工事などインフラ整備・メンテナンス事業を通じて、地域に必要とされるイ

ンフラを守るほか、国土の強靭化に資する活動を行なっている。

道路やトンネルなどの各種構造物は、地域住民が豊かな生活や経済活動を営む上で必要不可欠なものである

が、一方でこれらの社会インフラは老朽化が進み、深刻な問題となっている。

当社では、長年に亘って培ってきた経験を活かすほか、より専門性の高い人材を採用・育成することで必要

な人材を確保し、地域の安心・安全なインフラを守る役割を全うしている。

また、防災、減災につながる取組みにも積極的であり、公共工事受注を中心に様々な社会問題の解決を行

なっている。

項目 内容

インパクトの種類
社会面におけるポジティブインパクトの拡大
経済面におけるポジティブインパクトの拡大

インパクトカテゴリー 住居 移動手段 包括的で健全な経済 経済収束

対応方針 インフラ整備と災害防止工事を通じた住みやすい地域社会への貢献

ＫＰＩ 災害防止工事受注額 前年比＋10.0％（毎年：2023年～2030年）

 地域に必要とされる、安心・安全なインフラ整備
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当社では、集水井工を用いて深いすべり面の地下水を排除することにより、地すべり活動を鈍化、停止させ

る工事を行なっている。

この技術を用い、ボーリング工事実施時に掘った縦穴の底から排出される地中熱を利用し、地中熱ヒートポ

ンプエアコン実用化を検討しており、主に住宅地での利用や農地栽培での活用を計画している。

また、建築会社や農業従事者とのコミュニケーションを重ね、より良い再生可能エネルギーの活用方法につ

いて模索している。

当社の日々の事業活動の中から生まれた自然由来の力を存分に発揮できる発想であり、まずは自社での利用

から始め、その後事業化を検討していく。

項目 内容

インパクトの種類
社会面・環境面におけるポジティブインパクトの拡大
環境面におけるネガティブインパクトの抑制

インパクトカテゴリー エネルギー 資源効率・安全性 気候

対応方針 地中熱利用による再生可能エネルギー創出への挑戦

ＫＰＩ 地中熱利用実用化に向けた取組みに対する進捗報告（～2030年）

 再生可能エネルギー活用に向けた取組み
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地質調査、ボーリング工事のいずれも工事実施時には汚泥などの産業廃棄物や残土が発生する。

当社では、これらの廃棄物に対して法令に則った処理方法を従業員に周知し、適切に分別している。

また、環境問題への積極的な取組みが今後経営を行なっていく上での重要な課題と認識し、環境マネジメン

トシステムに関する国際規格「ISO14001」の認証取得を目指すとしている。

項目 内容

インパクトの種類 環境面におけるネガティブインパクトの抑制

インパクトカテゴリー
水 大気 土壌 生物多様性と生態系サービス 資源効率・安全性
気候 廃棄物

対応方針 廃棄物の適切な処理と、環境問題への取組み意識の向上

ＫＰＩ 環境マネジメントシステム 「ISO14001」の取得（～2030年）

 廃棄物の処理

当社では安全・衛生に関する基本方針を定め、従業員の安全と健康を第一に考えている。

また、人事制度、教育制度を制定し、従業員の前向きな学びを受けられる環境を整えるほか、適切な評価、

適切な処遇を通じて従業員の日々の事業活動に報いる体制を整えている。

高齢者、外国人、女性などに対し、現場作業のアシスト器具を用いて誰もが平等に活動できる環境を整える

など、当社独自に考えた仕組みを構築し、働きやすい職場環境を整備している。

これらの活動は、業界全体の問題として悩まされている慢性的な人手不足に対し、従事者を増加させていく

ことにつながっていく。

項目 内容

インパクトの種類 社会におけるポジティブインパクトの拡大

インパクトカテゴリー 雇用

対応方針 従業員が長く働き続けられる、働きがいのある職場づくり

ＫＰＩ 定年を迎えた従業員の継続雇用率90％以上（毎年：2023年～2030年）

 従業員が長く勤務したくなる職場環境の提供



8．管理体制とモニタリング

（１）インパクトの管理体制

当社では、本ポジティブインパクトファイナンスに取り組むにあたり、代表取締役社長である湯川雅昭

様が陣頭指揮を執り、社内の業務や諸活動等を棚卸し、事業活動とインパクトレーダーやSDGsとの関連

性、KPIの設定について検討を重ねた。

本ポジティブインパクトファイナンス実行後においても、実行責任者である湯川雅昭様の指揮のもと、

部長、課長、チームリーダーが中心となって、KPIの達成に向け、課題の抽出、対策の検討、施策の実行

を行なう。

最高責任者 代表取締役 湯川 雅昭

管理責任者 同上

管理部署 経営管理本部

（２）モニタリング方法

本ポジティブインパクトファイナンス設定したKPIの達成及び進捗状況については、富山第一銀行と当社

とで定期的に面談の場を設け、共有する。本面談は少なくとも年１回実施するほか、日頃の情報交換や営業

活動の場等を通じて実施する。

富山第一銀行からは、KPI達成に必要な資金およびその他ノウハウの提供あるいは富山第一銀行の持つネ

ットワークから外部資源とマッチングすることで、KPI達成をサポートする。

モニタリング期間中に達成したKPIに関しては、達成後もその水準を維持していることを確認する。なお

、経営環境の変化などにより、KPIを変更する必要がある場合は、富山第一銀行と当社が協議の上、再設定

を検討する。
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注意事項・免責事項

1. 本評価書は、富山第一銀行が三和ボーリング株式会社から提供された情報や独自に収集した情報

に基づく現時点での計画又は状況に対する評価で、将来におけるポジティブな成果を保証するも

のではありません。

2. 富山第一銀行は、本評価書を利用したことにより発生するいかなる費用または損害について、

一切責任を負いません。

 本件に関するお問い合わせ先

株式会社富山第一銀行

法人事業部 コンサルティングチーム

〒930－8630

富山市西町5番1号（TOYAMAキラリ7Ｆ）

TEL（076）461-3871
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